
歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 埼玉県 越谷市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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人件費に係る経常収支比率は、ほぼ類似団体平均となっている。本市では、平成19年4月1日より給与構造改革の諸施策を講じた新たな
給与制度を導入するとともに、平成22年度までを計画期間とする集中改革プランの取組等により、職員数の計画的な削減に努めている。
給与構造改革に伴う年功的な給与上昇の抑制をはじめ、ここ数年の期間に職員が集中的に退職する状況などから、今後も人件費抑制が
進むものと考えられる。また、公営企業会計等の人件費に充てる繰出金等の人件費に準ずる費用等を合計した場合の人口1人当たりの歳
出決算額は、類似団体平均を下回っており、今後もこれらを含めた人件費関係経費全体について抑制に努めていく。
物件費に係る経常収支比率は、類似団体平均を下回っている。本市では、経常経費に対するマイナスシーリングの実施や配分予算の導
入などにより、削減に努めている。施設の維持管理などについては、民間委託の一層の推進により物件費が増加する要因もあるが、指定
管理者制度等の活用により委託先の対象を広げることで、コスト削減に努めているところである。今後も人件費から物件費へのシフトが進
む状況にあるが、さらなる経常経費の抑制や適正な執行に努めていく必要がある。
扶助費に係る経常収支比率が類似団体平均を下回っている理由として、類似団体に比べ老年人口比率が類似団体に比べ低いことや、生
活保護の受給率が低いことなどが挙げられる。しかしながら、近年は他団体と同様に数値は上昇傾向にあり、その理由として、子育て支援
に係る新規施策の推進や生活保護受給率の急激な上昇などが挙げられる。今後も福祉サービス水準を維持しながらも、各種サービスに
係る受給資格審査の適正化や各種手当への特別加算等の見直しを進めていくことで、扶助費の上昇を抑制するように努めていく。
公債費は臨時財政対策債など特例債の元利償還金が増加する一方、通常債の借入れについては毎年度50億円以下に抑制しているた
め、平成21年度については特例債も含めた市債発行額より元金償還額が多く、後年度の財政負担の軽減に努めている。また、準元利償
還金を含めたベースでは、平成21年度は平成20年度に比べ土地開発公社に係る債務負担行為の解消額が減少したことなどにより、人口
1人当たりの決算額で類似団体平均を17.4％下回っている。今後も、公営企業債、一部事務組合の元利償還金に対する繰出金、負担金な
どが減少傾向にあることから、公債費は減少するものと見込まれる。
補助費等に係る経常収支比率は類似団体平均をやや下回っている。その要因としては、市単独の補助金に対する客観的な評価や補助
金の抑制に努めたこと等が挙げられる。今後も評価の低い補助金には見直し計画等に基づく効果の拡大や減額、終期の設定等の改善を
図るとともに、定期的な補助制度の見直しを継続し、補助目的の明確化と効果の拡大に努めていく。
その他に係る経常収支比率は、類似団体平均と同程度となっている。国民健康保険事業や下水道事業などへの繰出金が全体として増加
している。平成19年度以降下降傾向にあったが、景気低迷の影響等から、経常収支比率の分母となる経常一般財源収入が減少していた
ため比率が上昇した。今後、独立採算の原則による使用料などの適正化を図り、普通会計の負担軽減に引き続き努めていく。
普通建設事業費の人口１人当たり決算額が平成21年度に大幅に減少したのは、越谷駅東口市街地再開発事業費で30億650万円減少し
たことなどが主な理由である。普通建設事業の推移を見ると、平成15年度以降は類似団体平均を下回っている。今後も税収の大幅な増加
が見込めない状況であり、プライマリーバランスの黒字を維持することを目標に、引き続き普通建設事業費の抑制に努めていく。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 16,720,961 51,966 62,690 ▲ 17.1
賃金（物件費） 912,590 2,836 3,263 ▲ 13.1
一部事務組合負担金（補助費等） 174,795 543 2,038 ▲ 73.4
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 1,308 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 22 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 590,434 1,835 2,169 ▲ 15.4
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 222,710 692 1,341 ▲ 48.4
▲退職金 ▲ 2,066,496 ▲ 6,422 ▲ 8,148 ▲ 21.2
合計 16,554,994 51,450 64,682 ▲ 20.5

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 5.49 6.36 ▲ 0.87
ラスパイレス指数 101.0 100.5 0.5

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

9,337,324 29,019 35,402 ▲ 18.0

積立不足額を考慮して算定した額 - - 16 -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 52 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 3,188,381 9,909 12,536 ▲ 21.0
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

445,088 1,383 965 43.3

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

402,947 1,252 1,895 ▲ 33.9

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

14,120 44 16 175.0

▲特定財源の額 ▲ 1,859,516 ▲ 5,779 ▲ 8,320 ▲ 30.5
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 7,003,220 ▲ 21,765 ▲ 26,869 ▲ 19.0

合計 4,525,124 14,063 15,693 ▲ 10.4

※実質公債費比率については1月31日現在の数値
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

11,699,043 37,283 29.4 42,513 18.3 11.1

うち単独分 6,388,367 20,359 15.8 28,218 18.2 ▲ 2.4

11,670,337 37,051 ▲ 0.6 41,476 ▲ 2.4 1.8

うち単独分 6,704,088 21,284 4.5 27,327 ▲ 3.2 7.7

7,643,230 24,148 ▲ 34.8 41,439 ▲ 0.1 ▲ 34.7

うち単独分 3,761,625 11,884 ▲ 44.2 26,115 ▲ 4.4 ▲ 39.8

11,297,695 35,386 46.5 39,208 ▲ 5.4 51.9

うち単独分 6,221,700 19,487 64.0 24,594 ▲ 5.8 69.8

9,136,262 28,394 ▲ 19.8 42,247 7.8 ▲ 27.6

うち単独分 5,476,657 17,021 ▲ 12.7 25,497 3.7 ▲ 16.4

過去５年間平均 10,289,313 32,452 4.1 41,377 3.6 0.5

うち単独分 5,710,487 18,007 5.5 26,350 1.7 3.8
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